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シンポジウム
「住宅瑕疵担保履行確保法施行10年目の現状と課題」

リ ポ ー ト

1 はじめに
本年8月1日，標記のシンポジウムが
弁護士会館で開催されました。
２ 基調講演１
川合紀子・国土交通省住宅局住宅
生産課住宅瑕疵担保対策室長から，
住宅瑕疵担保履行確保法施行10年
の現状について基調報告がありました。
住宅の品質確保の促進等に関する
法律（品確法）により売主・請負人の瑕
疵担保責任が強化されたが，その履行
確保のために住宅瑕疵担保履行確保
法が制定されたことや，施行後10年に
おける保険支払の実績等を報告し，現
在，制度の在り方につき検討会を設置
し，既存住宅における保険の範囲の拡
大等について検討した結果を3月に中
間取りまとめとして公表したことを紹介し
ました。
3 基調講演２
これを受けて，河合敏男会員（第二
東京）から，住宅瑕疵担保履行確保法
の在り方について，次のとおり，問題提
起がなされました。①紛争処理制度と
しての適用対象が新築住宅の請負・

売買のみとされており，リフォーム工事や
中古住宅売買にも適用されるべきこと，
②住宅瑕疵担保責任保険の対象は特
定瑕疵（雨水の浸入と構造耐力）に限
られているが，防耐火や地盤・擁壁等
についても拡大すべきこと，③取得者が
交代した場合に，転売特約があれば転
得者にも保険が及ぶが，転売特約は手
続が煩雑であり，転得者が保護されな
いこと，④保険法人が，事業者の故意
重過失を主張するために，事業者が調
停に応じず，相当期間支払に応じない
場合に直接請求をした場合でも，適切
に対応しない保険法人があること，など
です。
4 パネルディスカッション
上記問題提起を受けて，齋藤拓生
会員（仙台）のコーディネートのもと，川
合室長，河合会員に，一級建築士の木
津田秀雄氏も加わって，討論が交わさ
れました。
①について，河合会員や木津田氏か

ら，審査会には弁護士と建築士が入っ
て迅速に解決を図っており，対象範囲
を拡大するよう要請がありました。
②について，川合室長は，地盤の瑕
疵をカバーする保険商品も開発されて
いるが，法改正により拡大して法で義務
づけることは，なお検証をすべきと述べま
した。これに対し，木津田氏から，瑕疵
が地盤か基礎にあるのかが問題となる
ケースが多く，地盤だと保険金が出ない

のは公平ではないとの指摘がありました。
③については，河合会員から，建物
所有権の移転に伴って保険関係も当
然に移転するとの制度設計は可能との
指摘がありました。木津田氏からは，転
売特約が10％程度しか活用されてい
ないことから，原則として転売特約が付
されるようにすべきとの意見が示されま
した。
④については，河合会員から，保険
法人が事業者の故意重過失を主張し
て保険金支払に応じず，事業者も争っ
て調停が調わないために，事業者が相
当の期間を経過してもなお瑕疵担保責
任を履行しないとして，住宅瑕疵担保
履行確保法2条5項2号により，保険法
人に直接請求をすることがあるが，法の
定めと異なり，保険約款で「倒産等」に
限定されているとして，直接請求に応じ
ないことがあると指摘があり，法に適合
しない約款の改正を指導するよう，国
交省に要望がなされました。
最後に，討論の締めくくりとして，審査
会での紛争処理等を踏まえて，被害の
予防にも活かし，住宅の安全の確保に
努めることが確認されました。
5	 最後に
時宜にかなったテーマであったことか

ら，本シンポジウムには120名の参加が
あり，大きく成功しました。

土地・住宅部会　増田尚（大阪）
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シンポジウム「事業者の違法な収益を被害者のもとに
～日本での違法収益吐き出し法制の実現に向けて」

リ ポ ー ト

1 シンポジウム開催の趣旨
2019年8月2日，ＭＲＩ事件という実際

の事件を踏まえて違法収益の剥奪を考
える標記シンポジウムが開催されました。
ＭＲＩ事件は，被害弁護団が米国の
制度を利用して被害回復を試みた珍し
いケースでした。米国ネバダ州ラスベガ
スの法人であるＭＲＩインターナショナル
は，米国内の診療報酬債権（ＭＡＲＳ）
を安く買い取って利ざやを稼ぐ債権回
収ビジネスを展開していると称し，日本
在住の約8,700名から額面総額1,365
億円もの資金を集めたものの，この債権
回収ビジネスに実態はなく，そのための
資金収集は詐欺であったことが発覚し
ました。この事件では，2013年4月26日
に関東財務局が第二種金融商品取引
業の登録を取り消しましたが，全ての資
金が日本から米国に送金されていたた
め，被害弁護団は日本の制度ではなく
米国の制度を利用して被害回復を試み
ました。このたび，米国における被害回
復手続が進み，ようやく被害者への配
当手続の段階に至ったことから，これら
の米国の制度を利用した経験を踏まえ，
日本におけるあるべき違法収益吐き出
し法制を考える契機とすべく，本シンポ
ジウムが開催されました。
2 ＭＲＩ事件にみるアメリカの違法

収益吐き出し法制
ＭＲＩ被害弁護団事務局長である
五十嵐潤会員（第二東京）から，ＭＲＩ
被害弁護団がどのように被害回復を図
っていったのかについて，報告がなされ
ました。弁護団が，日本国内での民事
訴訟のほか，米国の証券取引委員会に
よるディスゴージメント（違法収益吐き出
し）手続，代表原告によるクラスアクショ
ン手続，刑事手続における被害回復命
令等の経緯が，豊富な資料とともに説
明されました。米国では民事訴訟（クラ
スアクション）のほか，行政機関が違法

収益の剥奪を求めて裁判所に提訴す
る手続（ディスゴージメント），刑事事件
における被害回復命令等，違法収益を
被害者のもとに取り戻させるための多
彩な手段があり，それらが並行して用い
られていることが説明されました。
3 日本で可能な違法収益の吐き出

し制度
神戸大学法学部の中川丈久教授か

ら，違法収益を剥奪する方法について，
報告がなされました。民事手法・刑事
手法・行政手法があり，規制ターゲット
を極悪層・中間層・善良層の三層に区
分すると，違法収益移転措置命令のよ
うな行政手法は中間層に対して特に有
効な手段であり，極悪層には違法収益
移転措置命令に加えて刑事手法もとり
得るようにすべきと主張しました。これに
対して，善良層に対しては，指導と自主
規制を促すことで足りると説明しました。
また，消費者庁の研究会に委員として
関与した経験から，違法収益の剥奪に
関しては，誰もが総論は賛成するものの，
各論において経済界等からの反対があ
り，なかなか立法に至っていないとの説
明がありました。
4 パネルディスカッション
五十嵐会員と中川教授にＮＰＯ法人
消費者機構日本専務理事の磯辺浩一
氏を加えた3名をパネリストとし，当委員
会違法収益吐き出し部会の平田元秀
会員（兵庫県）をコーディネーターとして，
パネルディスカッションが行われました。
磯辺氏は，日本版クラスアクションともい
われるいわゆる消費者裁判手続特例
法に基づく裁判制度について，その概
要を説明するとともに，実際に適格消費
者団体として活動する中での現行法の
限界を説明しました。消費者裁判手続
特例法に基づく裁判を提起するための
ハードルが高く，なかなか活用できないこ
とから，消費者裁判手続特例法による

救済の対象が限定的であることなどの
制度的制約や，行政の保有する情報
が消費者団体に提供されないことなど
を大きく改善することが必要であると訴
えました。五十嵐会員は，日本でも，例
えば，金融商品取引法192条を改正し，
金融庁の申立てにより裁判所が財産管
理人を選任することができるようにする
ことで米国の制度に近づけることが可
能ではないかと指摘しました。
5 まとめ
本シンポジウムでは，米国の法制度に

よる違法収益の吐き出しがどのように行
われているのか，実際の事件に即した
説明がなされ，普段接することができな
い大変貴重な報告を聞くことができまし
た。日本には，行政機関が違法収益を
吐き出させて分配する制度はなく，そも
そも，裁判所が違法収益を吐き出させ
てレシーバー（財産管理人）にそれを
分配させることを命じたり，行政機関が
裁判所に違法収益の剥奪を申し立て
たりするような制度はなじみがありませ
ん。しかし，米国の法制度は財産保全・
違法収益吐き出し・被害回復のいずれ
の面においても非常に強力であり，日本
の法制度の問題点を相対的にとらえる
良い機会となりました。本シンポジウムは，
今後のあるべき違法収益吐き出し法制
を考える上で大変有意義なシンポジウム
となりました。

違法収益吐き出し部会　　　　
副委員長　大森景一（大阪）



3日弁連 消費者問題ニュース191号（2019年11月） 

連続シンポジウム「地域で防ごう！消費者被害in佐賀」
リ ポ ー ト

₁ はじめに　
本年8月31日午後1時から，佐賀県
弁護士会館にて日弁連と佐賀県弁護
士会との共催で標記シンポジウムが開
催され，48名の方に参加いただきました。
2 シンポジウムの内容
本年8月26日から，九州北部では大
雨が降り，佐賀県でも深刻な被害が出
ました。そのような状況を受けて，シンポ
ジウムの中止案が出ていましたが，最終
的には災害に関する無料相談を同日に
実施しつつ，シンポジウムの開催が実現
できました。
シンポジウムの第1部では，薬袋真司
会員（大阪）から，高齢者見守りネットワ
ークを中心とした，地域で高齢者被害
を防止する方法について基調講演をし
ていただきました。印象的であったのは，
薬袋会員の圧倒的な知識量でした。各
種関係法令だけでなく，全国各地の状
況について詳しく把握しておられました。
薬袋会員からは，佐賀の若手弁護士宛

てに消費者契約法等の情報をいただき
ましたので，研鑽を重ねたいと皆で話し
ています。第2部では，佐賀県警神埼
署員らによるオレオレ詐欺被害事例の
寸劇が披露されました。劇の中では，「母
ちゃん，弁護士さんに聞いたら『今すぐ
100万円を支払ったら示談で終わる』て
言わした。今から払ってくれんね」，「分
かった。弁護士さんが解決してくれると
ね。ありがたか」とのセリフもあり，そのユ
ーモアさに参加弁護士からも笑いが溢
れ，好評に終わりました。寸劇後，署員
からオレオレ詐欺防止のための注意喚
起が行われ，参加者は真剣に聞いてい
ました。第3部では，地元の消費者保
護のために活動する5団体によるリレー
報告もなされました。県弁からは佐賀県
消費者委員会の活動について，佐賀
県消費者フォーラムからは同フォーラム
の活動及び組織体制について，おたっ
しゃ本舗からは日々 の消費生活相談業
務について，グリーンコープからは家計

相談から弁護士に繋いだ事例につい
て，それぞれ報告がありました。弁護士
だけが消費者保護のために活動してい
るわけではなく，関係機関が連携して取
り組んでいる問題であることを実感しま
した。最後に，日弁連消費者問題対策
委員会黒木和彰委員長（福岡県）から，
「隣県の弁護士として協力したい」と
の言葉をいただき，消費者被害の予防・
救済のための連携プロジェクトチームメ
ンバーである国府泰道会員（大阪）か
らは，大阪の状況を踏まえて今後の見
守りネットワークの在り方についてご発言
をいただくなどし，大変有意義なシンポ
ジウムになりました。
3 おわりに
今後は，消費者安全確保地域協議
会の設置を目指しつつ，訪問販売お断
りステッカーの作成を目標としています。
今後ともご指導のほど，よろしくお願いし
ます。

吉丸雄輝（佐賀県）

連続シンポジウム「地域で防ごう！消費者被害in愛媛」
リ ポ ー ト

１ はじめに
2019年9月14日午後1時から，愛媛
大学南加ホールにおいて，日弁連と愛
媛弁護士会の主催で標記シンポジウム
が開催されました。
２ 基調講演
最初に，野々山宏会員（京都）を講
師に迎え，「消費者被害の予防・救済
のための連携の成果と展望」と題して，
基調講演をいただきました。高齢者被
害の実情や被害を防止・回復するため
のネットワークの必要性，特に消費者安
全法に基づく消費者安全確保地域協
議会のメリットや設置状況を踏まえて，こ
れから我々が取り組むべき方向性を確
認しました。
3 各団体等からの取組の報告
次に，愛媛県で消費者被害防止に
取り組む各団体等からのリレー報告が
行われました。①愛媛県社会福祉士
会権利擁護啓発劇団「あど坊」から消

費者被害防止を目的とした啓発劇の実
演と活動報告，②愛媛大学の泉日出男
准教授からゼミ生による消費者教育教
材の作成，③司法書士の木原道雄氏
から消費者庁が作成した「社会の扉」
を利用した講演活動，④久万高原町の
佐々木将史氏から消費者安全確保地
域協議会設置への取組，⑤愛媛銀行
の前谷泰三氏から消費者被害防止へ
の取組，⑥愛媛県の須山定保氏から
愛媛県の取組と地域ネットワークの現状
について，それぞれご報告をいただきま
した。特に，現在は多くの金融機関が
取り組んでいる高齢者のＡＴＭからの
振込制限（高齢者が一定期間ＡＴＭ
を使用しなかった場合に，ＡＴＭが使用
できなくなるなどの措置）ですが，愛媛
銀行が苦労しながら先鞭を付けたこと
は，非常に興味深い報告でした。
4 パネルディスカッション
最後に「愛媛における地域ネットワー

クの現状と課題」をテーマに，パネルディ
スカッションが行われました。県内に既
に存在する消費者被害防止のためのネ
ットワークを消費者安全法上の消費者
安全確保地域協議会に移行する必要
性や，移行する際の障壁，地域性に配
慮する必要があることなどが議論されま
した。
5 まとめ
今回のシンポジウムでは，消費者安
全法上の消費者安全確保地域協議会
の設置を意識して，プログラムを組みま
した。ネットワークを構築する上で，消費
者安全法上の消費者安全確保地域協
議会に固執する必要はないのかもしれ
ませんが，大きなメリットもあります。この
シンポジウムが，より良い地域ネットワー
ク構築の契機となるよう，愛媛弁護士会
としても，今後も積極的に活動を継続し
ていければと思います。

河内理（愛媛）



4 日弁連 消費者問題ニュース191号（2019年11月） 

金融審議会「金融制度スタディ・グループ」「『決済』法制
及び金融サービス仲介法制に係る制度整備についての
報告（基本的な考え方）」についての意見書

リ ポ ー ト

₁ 金融制度スタディ・グループ報告
書の概要
金融審議会「金融制度スタディ・グ

ループ」は，2019年7月に，標記の報告
書を公表しました。
決済手段には，前払い（プリペイド），
即時払い，後払い（ポストペイ）があり，
資金決済法が，即時の支払である送金
サービス（資金移動業）と，前払いの電
子マネー等（前払式支払手段）を規制
し，後払いのうちクレジットについては割
賦販売法が規制していますが，情報通
信技術の進展により，上記枠組を組み
合わせたシームレスな決済手段が出現
し，かつ規制の埒外に置かれていた収
納代行のスキームを用いた決済手段が
拡大しています。
かかる状況を踏まえ，金融審議会報
告は，規制の横断化・柔構造化の見地
から，以下の内容を提言しています。
①	資金移動業（即時払い）について
は，現行の100万円上限のほか，
高額類型，少額類型の3段階とし，
少額類型は規制緩和を図る。
②	前払式支払手段のうち「第三者
型」の「IC型」「サーバ型」につい
て，現行の保全措置（基準日の残
高の50％）の見直し。
③	「収納代行」のうち実質的な個人
間送金に該当するものは資金移
動業の規制対象とする。
④	無権限取引が行われた場合の責
任分担等に関するルールの検討。
⑤	後払いにつき，過剰与信防止とい
う規制目的を適切に確保しつつ，
規制の合理化を図る。

2 日弁連意見書の概要
日弁連は，この報告について，同年9
月12日，以下のとおり意見書を公表しま
した。
⑴	 決済サービスの適切な利用が促
進され，社会経済活動の基盤となり
得るためには，決済が確実に行われ
ることが重要であるが，現行法では，
決済サービスの法的枠組みの違いに
より利用者保護が異なっているため，
利用者に不測の損害が生じるおそ
れがあり，また，規制の回避が行われ
やすく，公正な競争条件が損なわれ
ることが懸念される。したがって，同

一の機能・リスクには基本的に同一
の規制を及ぼすこと，特に，利用者保
護制度の横断化を行うことが必要で
ある（意見の趣旨1）。
⑵	 資金移動業では，業者の下に利
用者資金が滞留する事態が生じて
いるが，具体的な送金指示に基づか
ない資金の受入は出資法の預り金
禁止規定に抵触するおそれがあり，
利用者資金の保全の見地からも問
題がある。したがって，現行類型につ
いて，送金上限額を超える額の資金
滞留が許されず，滞留は一定期間に
限定されることを明確化すべきであ
る（意見の趣旨2⑴）。また，「少額」
送金サービスについて資金保全の緩
和が示唆されているが，大規模事業
者が破綻した場合，一人当たりの被
害が少額でも被害規模・範囲は甚大
なものとなりかねない。したがって，「少
額」送金の制度においても，利用者
資金の全額が保全されるべきである
（意見の趣旨2⑵）。 
⑶	 第三者型かつ，ＩＣ型及びサーバ
型の前払式支払手段では，発行事
業者は，利用者から受領した資金を
加盟店に対し資金として支払うもの
であり，実質としては送金サービスに
類似している。したがって，資金移動
業と同様に全額の保全を求めるべき
である（意見の趣旨3）。
⑷	 収納代行も，他の決済手段と同様
に送金ないし決済手段として機能し
ているが，利用者保護の制度的保障
が何ら存在しないため，利用者の利
益が害されるおそれが大きく，悪質な
事業者の温床を提供することにもなり
かねない。したがって，収納代行につ
いて資金移動業の規制対象とするこ
とを原則とすべきである（意見の趣
旨4）。
⑸	 現行の資金移動業には加盟店に
係る規定がないことから，前払式支
払手段やクレジット決済における取引
適正化の規制を回避するために利
用される懸念がある。そこで，資金移
動業者が販売業者とあらかじめ継続
的な提携関係（加盟店契約）を締結
し，密接な牽連関係の下で商品やサ
ービス代金の決済が行われる仕組み

である場合については，前払式支払
手段等や割賦販売法と同様の苦情
の適切処理・加盟店調査措置義務
を課すべきである（意見の趣旨5⑴）。
	 	 また，商品やサービス購入代金の
支払として行われる資金移動，収納
代行，前払式支払手段及びデビット
カード等について，利用者が販売業
者に対抗し得る事由がある場合の既
払金返還ルールを創設すべきである
（意見の趣旨5⑵）。
	 	 さらに，無権限利用については，利
用者に負担を求めないことを原則と
しつつ，重過失がない限り，利用者
の責任を一定額の範囲に限定し，か
つ，利用者の故意過失の立証責任
を事業者側に負担させる旨の横断
的ルールを整備すべきである（意見
の趣旨5⑶）。
⑹	 ポストペイサービスには様 な々形態
のものがあり得るが，割賦販売法は，
特定の販売者等と密接な牽連関係
の下で商品等の販売を条件として代
金相当額を当該販売業者等に交付
する取引を，契約形式を問わず広く
適用対象として定義付けており，多く
のスキームが本来その適用対象とな
るはずである。したがって，割賦販売
法の適用範囲について明確化すると
ともに，ポストペイサービスを提供する
事業者にこの点を周知すべきである
（意見の趣旨6⑴）。
	 	 また，少額の利用枠に限定された
ポストペイサービスにつき，規制緩和
の方向が示されているが，多数の業
者が同一人に与信を行えばもはやそ
れは少額でなくなるので，「少額」サ
ービスにおいても過剰与信防止制度
の充実を図るべきである（意見の趣
旨6⑵）。
3 今後の課題
金融庁では，今秋以降，ワーキンググ

ループで制度の具体化の議論を行い，
来年の通常国会へ改正法案を提出す
ることが目指されています。各地での議
論と意見表明を期待します。

金融・サービス部会　　　　　　
副委員長　加藤了嗣（愛知県）
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2017年「破産事件及び個人再生事件記録調査」報告
リ ポ ー ト

１ 日弁連「破産事件及び個人再生
事件記録調査」について
破産の相談者から，「ギャンブルして

いたら破産しても免責されないと聞いた
のですが，パチンコしていた私は大丈
夫でしょうか？」と尋ねられたらどう答え
ますか？「大丈夫です！ 免責されま
す！」と断定することはできませんし，「免
責されるかどうかはやってみないと分か
りません。」と答えると，頼りない弁護士
と思われてしまいそうです。
そんな時に，日弁連の「破産事件及

び個人再生事件記録調査報告書」が
あれば，「日弁連の2017年の調査では，
ギャンブルを原因とする破産が4.93％
ありましたが，免責不許可となったのは，
全体の0.57％しかありません（なお，免
責不許可となった理由は不明であり，ギ
ャンブルとは限らない。）。さらに2014年
の調査では，ギャンブルを原因とする破
産が3.87％ありましたが，免責不許可と
なった事例はありません。」と説明するこ
とができます。
しかし，報告書を作成している日弁連
消費者問題対策委員会や，各弁護士
会の調査担当者はその内容を知ってい
ますが，皆さんの中には，報告書の内容
や存在自体を知らない方もいらっしゃる
かもしれません。そのため2017年調査
報告書完成から一年近く経ちましたが，
報告させていただきます。
2 2017年「破産事件及び個人再生

事件記録調査」の概要
当委員会では，多重債務部会が監
修して，1992年からほぼ3年おきに全国
の破産及び個人再生記録の調査を行
っています（個人再生については2002
年から実施。）。
2017年調査は，2016年6月1日から

同年11月30日までに申し立てられた記
録について，47都道府県，50地裁全て
を対象として実施されました。有効デー
タは，破産が1238件，個人再生が763
件（小規模個人再生569件，給与所得
者等再生194件）でした。
2017年調査は，申立てに際して法テラ

スを利用したか否かを加えるなど従前か
ら調査項目を若干変更しました。2018年
12月に調査内容を取りまとめた報告書
が完成し，最高裁判所，各地方裁判所

及び各弁護士会に送付しています。現
在，日弁連ホームページにも掲載されてい
ますので，興味のある方はご覧ください。

【日弁連ホームページ】
https://www.nichibenren.or.jp/activity/
human/consumer.html# shohisha_06

３ 2017年「破産事件及び個人再生
事件記録調査」の特徴
それでは，2017年調査の特徴につい

て，報告させていただきます（％は小数
点第2位を四捨五入）。
⑴	 債権者の属性：登録貸金業者減
少，保証会社等増加
	 	 総量規制の対象である登録貸金
業者は減少し（破産：14年45.5 ％
→17年42.45％，再生：14年58.4％
→17年52.4％），保証会社等が増加
しています（破産：14年15％→17年
22.9％，再生：14年13％→17年27％）。
	 	 保証会社等の原債権者は銀行が
約半数を占め，登録貸金業者が保
証会社となった銀行カードローンが増
加している現状を示しています。
⑵	 多重債務に陥った原因：保証減少，
浪費等増加
	 	 多重債務に陥った原因（複数回
答）として，最も多いのは2002年調査
以降「生活苦・低所得」（破産61.5％，
再生34％）となっています。
	 	 2017年調査では，民法改正にも取
り入れられた第三者保証の原則禁
止の流れの中で「保証債務」が大幅
に減少しています（破産：14年22.4
％→17年14.5％，再生：14年10.3％
→17年5.5％）。
	 	 また，「ギャンブル」（破産：14年
3.9％→17年4.9％，再生：14年11％
→17年16.8％），「浪費・遊興費」（破
産：14年6％→17年9.3％，再生：14
年16.5％→17年21％）が増加して
います。これは，総量規制の対象外
である銀行カードローン等の過剰融
資が一因と思われ，破産申立件数自
体も2016年以降増加に転じています。
⑶	 20代，30代の破産者の微増，破産
までの期間の短縮
	 	 20代，30代の破産者が微増して
いること（20代：14年6.4％→17年
7.4 ％，30代：14年18.2 ％ →17年
19.6％），最初の借入から破産申立

てまでの期間として「5年以上」が減
少していること（14年86.8％→17年
78.5％，）から，若い世代等に対して，
短期間に過剰な融資が行われてい
ることが窺われます。
⑷	 破産事件における免責不許可の
微増
	 	 前述したとおり，2014年調査では
免責不許可は1件もなかったのです
が，2017年調査では1238件中7件
あり，2002年調査以降最大値となりま
した。とはいえ，免責不許可は，2000
年以降一貫して1％未満で推移して
おり，免責不許可となるのがレアケー
スであることに変わりはありません。
⑸	 再生事件における債権者の不同
意の増加，給与所得者等再生事件
の増加
	 	 債権者の不同意の割合が増加し
（14年6.3％→17年8.7％），それに
対応してか2011年から2014年にか
けて激減していた給与所得者等再
生事件が増加に転じています（11年
311件→14年148件→17年194件）。
⑹	 管財事件の増加，個人再生委員
選任は減少
	 	 同時廃止事件が2002年調査か
ら減少し続け（11年76.8％→14年
73.6％→17年69.5％），管財事件が
増加しています。
	 	 これに対して個人再生委員の選
任については，全職務について選任
された割合が2014年まで増加を続
けていましたが，何故か2017年には
減少に転じました（08年17.2％→11
年18.5％，14年23.7％→17年20.2
％）。次回調査で増加・減少どちらに
向かうのか気になるところです。
4 2020年「破産事件及び個人再生

事件記録調査」に向けて
最後に，次回調査は，2020年6月を
予定していますので，調査に関する問
題点・ご意見等がございましたら，当委
員会までお願いします。ご報告させて
いただいたとおり，この破産事件及び個
人再生事件記録調査は，資料として貴
重かつ有用なものですので，特に若手
弁護士の皆様，調査にご協力をお願い
します。

吉野建三郎（佐賀県）



6 日弁連 消費者問題ニュース191号（2019年11月） 

内閣府消費者委員会の委員を終えて
リ ポ ー ト

内閣府消費者委員会（以下「消費
者委員会」といいます。）の委員（2期4
年）を8月末に終え，無事退任すること
ができました。任期最終日の8月30日開
催の本会議で，現物まがい商法の規制
に係る「販売預託商法に関する建議」
と「販売預託商法に関する消費者委
員会意見」を採択できたことは，豊田商
事事件以来の長年の課題であるだけ
に，感慨深いものがあります。
◆消費委員会の役割と委員の役割
消費者庁と消費者委員会は，消費
者行政の一元化を実現するため，2009
年9月に内閣府に創設された組織で
す。明治以来の政府・行政の役割が
産業の保護育成を中心としてきたことに
対し，安心・安全な市場の実現を新た
な政府の役割として政策の転換を図る
ため，政府の中に消費者行政の推進を
主務とする責任官庁として消費者庁を，
民間委員の目線で各省庁の消費者行
政全体に対して意見を発出することが
できる消費者委員会を，同時に創設し
たものです。これらは，日弁連内に消費
者行政一元化推進本部を設置し，弁
護士会を挙げて消費者庁創設運動に
取り組んだ成果だと言えます。
その消費者委員会の委員に就任す

る機会をいただきましたが，日弁連と各
地の弁護士会の消費者問題に関する
意見を政府の政策として実現するため
のパイプ役として，その責任は重大です。
とはいえ，政府内の組織の一員として，
また10名の委員の一人として，現実に
は思うような成果を挙げることは困難で
した。そのような中でも，政策決定のプ
ロセスや意見を提出するタイミングなど
について，この4年間に色 と々学ぶこと
ができました。
◆消費者基本計画と工程表の検証と

意見
消費者基本計画は，政府全体の消
費者政策・消費者行政を総合的・計画
的に推進するため，2005年の第一次
消費者基本計画の策定から始まったも

のです。5年毎に「消費者基本計画」
を策定し，毎年その進捗状況を検証し
つつ具体的な「工程表」の制定と見直
しを繰り返しています。2020年度は，第
四次消費者基本計画がスタートする節
目の年です。
消費者庁は，関係省庁の関係課長
会議等の機会を利用して，各省庁の消
費者施策の進捗状況を確認し，推進役
となる司令塔の立場です。消費者委員
会は，その消費者庁が集約した消費者
基本計画や工程表について報告を求
め，さらに一歩踏み込んで具体的な施
策の推進を工程表に記述するよう意見
を発出します。さらに，消費者委員会は，
必要に応じて関係省庁の担当部署に
要請して直接取組状況を聴取し，意見
を述べることもできます。
もっとも，あらゆる分野の消費者政策
が列挙された消費者基本計画・工程
表について，委員個人の知見だけで幅
広く有効な意見を述べることは困難で
す。各分野の課題に専門的に取り組ん
でいる消費者弁護士のバックアップが
不可欠です。私自身も，日弁連や地元
弁護士会の消費者問題対策委員会の
メンバーから何度も有益な助言をいた
だいたお陰で，いろいろと発言すること
ができました。この場を借りて感謝申し
上げます。
消費者基本計画の工程表に記述さ

れた課題は，翌年にその進捗状況を検
証することとなるため，各省庁としても工
程表に記述した以上はそれに見合う取
組を進める必要があります。つまり，工
程表に記述するよう働きかけることは，
政策実現に向けた有効な方策だと言え
ます。日弁連は，これまでも2月～3月頃
に，工程表に対する意見書を提出して
きました。各弁護士会でも，必ずしも網
羅的である必要はないので，新たな課
題について意見書を発出するときは，消
費者基本計画・工程表に記述があるか
どうかを確認し，消費者庁と消費者委
員会を通じて消費者基本計画・工程表

に記述するよう要請することを考えてい
ただきたいと思います。
◆消費者委員会独自の調査・意見発出
消費者委員会は，通常の審議会の

ような消費者庁内の諮問機関ではなく，
内閣府内の独立の組織として，独自に
課題を設定して調査し，意見を発出す
ることができます。
第5次消費者委員会では，「消費者
法分野におけるルール形成の在り方検
討ワーキンググループ」の報告書，「オ
ンラインプラットフォームにおける取引の
在り方に関する専門調査会」の報告書，
「地方消費者行政専門調査会」の調
査・検討（第6次委員会に引継ぎ），「販
売預託商法に関する消費者問題につ
いての委員会意見・建議」は，いずれも
諮問ではなく独自に設定した調査・検
討による意見発出です。
とはいえ，消費者委員会が建議や意
見書を発出したからといって，当然に法
制度の制定・改正が実現できるわけで
はありません。所管省庁が審議会・検
討会等の本格的な検討組織を立ち上
げ，具体的な審議を進めることが必要
です。産業推進が最優先課題となって
いる今の政府の施策の中で，弁護士会
や消費者団体から政府・国会に向けた
強力な働きかけがカギとなります。消費
者委員会委員を退任した今後は，建議・
意見が実現されるよう弁護士会・消費
者団体の取組に参加したいと思います。

池本誠司（埼玉）
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事 報情件
京都

くりっく365・くりっく株365を勧誘した金融商品取引業者の損害賠償責任が認められ
た事例（京都地裁令和元年8月27日判決（被告控訴））

１		 事案の概要
	 	 本判決は，被告（金融商品取引業者）が，原告（取引
当時42歳の会社役員）に対し，インターネット取引による
取引所為替証拠金取引（くりっく365）及び取引所株価
証拠金取引（くりっく株365）を勧誘して取引を行わせて
5,325万円余の損失を与えた事例において，説明義務違
反，過大取引の勧誘による違法があるとし，被告に対して，
4,098万円余の損害賠償を命じたものです（過失相殺3
割）（被告控訴）。
２		 取引内容
	 	 「くりっく365」「くりっく株365」は，先物取引類似の差
金決済取引（CFD）で，投資した証拠金の数十倍の取
引が可能な高レバレッジ取引です。対面取引もありますが，
本件は，インターネットによりパソコン上で注文を送信する
取引でした。
	 	 原告は，商店街にある小さな店舗を切り盛りして忙しく，
パソコン操作にも疎かったのですが，担当者を強く信頼し，
担当者もその好意を十分に認識し，これを利用して，事実
上取引を支配し，頻繁な売買を行いました。
３		 判決
⑴	 取引開始時及び取引継続中の説明義務違反
	 	 判決は，適合性原則違反は否定しましたが「本件
取引を勧誘するに際し，パンフレットや取引ガイドを原告
に交付し，せいぜいこれらに基づいて一通りの説明を
したのみで，本件取引の基本的な仕組みやそのリスク
について具体的な説明を行わなかった」として，取引開

始時の説明義務違反を認めました。また，その後も，担
当者から「取引を拡大すれば利益が多くなるなどと言
われ」，担当者を「信頼して指示されるままに証拠金を
追加入金し取引を拡大させていった」として取引継続
中の説明義務違反の違法を認めました。
⑵	 過大取引の勧誘
	 	 さらに，判決は，各取引は「特定売買とされる直しや
途転，不抜け等が多数存在することという客観的な取
引状況」に加えて，原告は，被告担当者からの「指示
を受けて本件取引の個別売買を行っていたこと」など
を併せ考盧すれば，「本件取引は，専ら被告の手数料
稼ぎを目的として，原告の知識，経験，投資意向，資力
等に照らして過大かつ不相当に頻繁な売買が勧誘さ
れ，実行された」として，過大取引の勧誘の違法も認定
しました。
	 	 また，「インターネット注文による取引であるからといっ
て，原告が自らの判断で主体的に取引を行ったものと
いうことはできない」としている点も注目されます。

４		 本判決の意義
	 	 インターネット取引による投資被害は今後さらに増加す
るものと考えられますが，同種取引・同被告についての東
京地判平成29年8月9日（先物取引裁判例集78巻15
頁）などとともに，被害救済のために参考となるため，ここ
に紹介する次第です。

　住田浩史（京都）

東京
原野商法詐欺事件において，原野商法を行う不動産業者に対し，名義貸しを行った
宅建士に対して責任を認めた事例（東京地裁令和元年7月16日判決（確定））

１		 事案の概要
	 	 本件は，いわゆる原野商法被害の事案になります。平
成29年に被害者である原告が，自身が所有する土地を
買い取る旨の勧誘を受け，節税対策等の名目で38万円
を詐取された事案です。
	 	 一般的な原野商法の事案と同様に，宅建士自体は，原
告と会ったことはなく，契約書に記載されているのみとなっ
ています。
	 	 本件では，原野商法を行った不動産業者及びその代
表者並びに売買契約書に氏名が記載されている宅建士
を訴えました。
	 	 なお，原野商法を行った不動産業者及び代表者に対
しては，欠席判決によって終了しており，宅建士は，本人
訴訟で対応しています。
２		 判決の概要
	 	 訴訟において被告は，不動産業者が，原野商法を行っ
ていることなど何も知らなかったなどと主張して争っていま
した。
	 	 なお，宅建士が名義貸し行為を行ったことは認めてい
たため，本判決は，被告の宅建士が名義貸し行為を行っ
ていることを前提として「宅地建物取引業法が，15条に
おいて宅地建物取引士は宅地建物取引業の業務に従
事するときは，宅地又は建物の取引の専門家として，購入

者等の利益の保護及び円滑な宅地又は建物の流通に
資するよう，公正かつ誠実にこの法律に定める事務を行
わなければならないと規定し，15条の2において，宅地建
物取引士の信用又は品位を害するような行為をしてはな
らないと規定していること，68条及び同条の2が，宅地建
物取引士による名義貸しについて，都道府県知事が必要
な指示や登録の消除につき規定していることからすると，
宅地建物取引士がその資格を名義貸しをして，購入者
等の利益に反する行為をすることが許されないことは明
らかというべきである」と判示し，宅建士の名義貸し行為
により，原告の利益に反する詐欺行為を容易（幇助）にし
たものとして，共同不法行為責任を認めました。
３		 本判決の意義
	 	 原野商法において，原野商法を行う不動産業者が，宅
建業免許を取得するためには，専任の宅建士の存在が
必要不可欠であり，本件のような原野商法においては，名
義貸し行為を行う宅建士が散見されます。
	 	 本判決は，宅建業法の趣旨から，名義貸し行為の違法
性を認め，原野商法詐欺を幇助したものとして損害賠償
責任を認めたものと考えられますので，同種事案において
は，参考となる裁判例だと考えられると共に，名義貸し行
為を行う宅建士に対し，警鐘を鳴らすものと考えられます。

山口翔一（埼玉）
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今回で2回目の編集長の経験となりました。
記事選定から難航しましたが，執筆者の皆様，
部会・事務局の皆様の多大なる支えの上でな
んとか発行に至りました。諸先輩方の見識の
広さに毎度毎度驚くばかりです。この場をお

借りして厚く御礼申し上げます。ところで，編
集の間においても台風19号等の災害が発生し，
被災につけこむような消費者被害が早くも報
道されており，また全体会議での多種多様な
議題の数々を目の当たりにして，浜の真砂が尽

きるとも消費者問題の種は尽きまじ，と痛感す
る次第です。こらからもニュース出版を通して，
消費者問題に対する関心を喚起し，消費者問
題対策の一助となることができれば幸甚です。

村上純也（熊本県）

2020年消費者問題リレー報告会（第25回）開催のお知らせ催 事

　毎年新年，東京で，消費者法ニュース発行会議主催の「消費者問
題リレー報告会」を開催しています。学者，弁護士，司法書士，相談
員，修習生，ロースクール生ら消費者問題に興味のある方が多数参
加されています。報告テーマは，⑴行政庁，日弁連，消費者関係団体，
司法書士等の活動，⑵関連立法・政策，⑶弁護団や研究活動など

最先端の消費者問題で，50前後になります。終了後に懇親・交流会
も行います。是非ご参加ください。ご参加希望の方は，１月20日ま
でに，池袋市民法律事務所宛 FAX(03-5951-6944）またはメー
ル (ikebukuroshimin@nifty.com）にてお申し込み下さい。

日　時	 2020年1月25日（土）正午～午後5時30分（終了後，懇親・交流会）
場　所	 主婦会館プラザエフ7階（東京都千代田区六番町15番地），最寄り駅「四谷駅」
会　費	 弁護士・司法書士3,000円，学生・ロースクール生無料，その他の方2,000円

事 報情件
愛知 コムテックスの内部統制システム構築義務違反につき役員責任を認めた事例

（名古屋高裁令和元年8月22日判決（確定））

１		 事案の概要
	 	 本件は，株式会社コムテックスの従業員の勧誘により商
品先物取引を行い約1,500万円の損失を被ったとして従
業員3名，同社及びその代表取締役2名を提訴し責任
が認められた名古屋地裁平成30年11月8日判決の控
訴審です（双方控訴）。事案の概要及び原審の判断に
ついては，本紙187号をご参照ください。
	 	 本判決は，同社の従業員らの商品先物取引の勧誘・
受託行為には違法性があるとして不法行為責任を認める
とともに，被告会社の内部統制システムに不備があったと
して代表取締役らの会社法429条1項の責任を認めた
原審の判断を維持しました。　
２		 判決の内容
	 	 判決では，同社が平成20年に行政処分を受けて体制
整備等の改善措置を実施したものの，行政処分前と同様
の法令違反行為が繰り返されており，顧客の具体的な資
産状況及び投資意向を前提とした投資可能資金額設定
の適否に関するチェック体制の整備や，保護期間内の顧
客が行う両建てに関する必要性，妥当性のチェック体制
の整備は行われておらず，改善措置は，行政処分の理由
となった法令違反行為の再発を防止するには不十分で
あったとしました。行政処分後，苦情，紛争等の数が減少
傾向にあったとしても，改善措置が不十分であり役員らに
重大な義務違反が認められることに影響を与えるもので
はないとしました。
	 	 そして，役員らは，法令等遵守及び内部管理体制を確
立・整備し，適正な勧誘・受託の履行を確保する義務に
違反しており，また，勧誘・受託のチェック体制の整備は同

社において容易に行うことが可能であったことからすると，
役員らには重過失が認められるとしました。
	 	 そして，従業員らによる勧誘・受託行為の違法性（新
規委託者保護義務違反，過当取引，指導・助言義務違
反，信任・誠実公正義務違反）についても，原審の判断
が維持され，従業員らにつき共同不法行為責任，同社に
つき使用者責任を認めました。
	 	 なお，過失相殺についても，原審の判断が維持されま
した（4割）。
３		 本判決の意義
	 	 本判決では，一審判決の該当判示をわかりやすく整理
し直し，相当程度の加筆を行った上（特に役員の重過失
の点），行政処分を受けた同社の改善措置を分析・検討
し，違法行為の再発を防止するには不十分であったとし
て，具体的にいかなる再発防止策を講じ，あるいは内部
管理体制を確立・整備すべきであったかについてまで判
示しています。この点，商品先物取引業者の内部統制シ
ステム構築義務について，各種制度や諸施策の実効性
に疑問があり，再発防止のために実効的な方策をとること
を怠ったとしながらも，その具体的な在り方については言
及しなかった名古屋高判平成25年3月15日（最高裁で
確定。本紙160号）よりも，踏み込んだ判断を示しました。
	 	 また，違法性につき，原審が認定した信任・誠実公正
義務違反の判断を維持し，明文にない信任義務違反を
高裁レベルで認めた点についても，一定の意義があるもの
と思います。

正木健司（愛知県）

消 費 者 問 題
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